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はじめに
本論の執筆中の 2016 年１月、栃木県宇都宮市
において幼児が娯楽施設のトイレで「育児に悩ん
でいた」母親に首を絞められ、意識不明のまま医
療機関に搬送されるという事件が発生した。通報
は母親自身である。前後して、埼玉県狭山市でも
地域住民から虐待通報を受けた埼玉県警が複数回
にわたり直接家庭訪問し、警察官が目視を行って
いたにもかかわらず、その後幼児が顔面に火傷を
負い体に身体的虐待が疑われるあざを残した状態
で死亡している。この事件も保護者からの通報で
発覚している。
こういったメディアを通して報じられる子ども
たちの児童虐待の死亡事件は、実は氷山の一角で
あり厚生労働省が把握した事件のみでも、現在も
概ね４日に１人の割合で発生し続けている（注
１）。私たちは、痛ましい子どもたちの様子に胸
がふさがれる想いの一方で、多くの保護者への子
育て支援の必要性に気づかねばならない。筆者は
少子化に直面する日本社会において、その少なく
なった子どもたちでさえ大切に育てていけない現
状が静かにしかし着実に拡大しており、適切な施
策を講じなければこういった不適切な子育ての現
状は継続していくと考えている。
本論は、以上の現状を踏まえ、児童養育の早期
における子育て支援施策である「子ども・子育て
支援新制度」が果たす役割の重要性について、少
子化対策の視点に加えて、社会的養護に身を置い
てきた者として、「適切な養育環境の提供」とい
う「子ども・子育て支援新制度」の役割について
の論考を試みるものである。それは子ども・子育
て支援新制度には、０，１，２歳児への子育て支援
の必要性が示されているが、このことは取りも直
さず、児童虐待の死亡事例で特に多い年齢層と重
なっているからである（注２）。
Ⅰ　子ども・子育て支援新制度の概要
本論を展開するにあたり、先ず「子ども・子育
て支援新制度」について、内閣府ホームページ並
びに筆者の所属する地方自治体の子ども・子育て
会議の委員の立場から本制度を概観したいと思う。
「子ども・子育て支援新制度」とは、平成 24 年
８月に成立した「子ども・子育て支援法」、「認定
こども園法の一部改正」、「子ども・子育て支援法
及び認定こども園法の一部改正法の施行に伴う関
係法律の整備等に関する法律」を内容とする子ど
も・子育て関連３法に基づく制度のことである。
「日本の将来人口推計」（国立社会保障・人口問
題研究所）によれば、2060 年には、０歳～ 14 歳
の年少人口が現在の半分以下の 800 万人を下回る
とされる。また、既に日本は 2005 年に「人口減
少社会」に突入している（厚生労働省「人口動態
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統計の年間推計」各年版）。「子ども・子育て支援
新制度」は、こういった人口減少対策として日本
社会の存続に関わる喫緊の課題解決を目指すもの
として、平成 27 年４月より実施された。さらに
本制度では、本論の中心課題である子育て家庭を
巡る核家族化、地域の繋がりの希薄化、子育ての
不安・孤立感への支援に国全体を挙げて取り組む
必要性が示されている。
「子ども・子育て支援新制度」の財源は、平成
26 年４月に消費税が 10% になった際の増収分か
ら、毎年 7,000 億円程度が充てられるとされてい
た。しかし、景気への配慮から消費税率 10% は
平成 29 年４月からとされ、同時に導入する軽減
税率によりその財源については、平成 28 年３月
現在流動的である。　
こういった経緯を経て平成 27 年４月より展開
する「子ども・子育て支援新制度」は、従来の定
員 20 人以上の認定こども園、幼稚園、保育所の
整備を急ぐ一方で、定員 20 人未満の少人数で０
～２歳児を保育する地域型保育事業を市町村の認
可事業として含んでいる【図－１】。
（１）地域型保育
ここで特に筆者は地域型保育に注目している。
地域型保育の目的は、保育施設の新設が難しい都
市部における待機児童解消とともに、子どもの数
が減少傾向にある地域における保育機能の確保も
併せて目指すからである。さらに強調したい点は、
子育て家庭を巡る核家族化、地域の繋がりの希薄
化、子育ての不安・孤立感への支援に有効な施策
と考えられるからである。「子ども・子育て支援
新制度」では地域型保育として、次の四種類の整
備が進められている。
①家庭的保育
定員５人以下の家庭的な雰囲気のもとで、き
め細かな保育を提供する。
②小規模保育
定員６人～ 19 人以下の小規模な保育により、
やはり保育所、認定こども園等よりきめ細かな
保育を目指すものである。
③事業所内保育
会社の事業所の保育施設等において、従業員
の子どもと地域の子どもを一緒に保育する。平
成 28 年度では、特に都市部の認可保育施設の
不足を補うことを期待し、予算化が進んだ（注
３）。
④居宅訪問型保育（いわゆるベビーシッター：筆
者注）
障害・疾患等により個別的ケアが必要な場合
や、施設が少子化・過疎化等により無くなった
場合等に保護者の自宅において１対１で保育を
行うもの。特に前者は障害への支援を必要とす
る乳幼児が小児保健・医療の整備により増加す
る中、その役割は大きい。児童発達支援センタ
ー、障害児施設等における療育保障にも繋がる
ものである（厚生労働省「全国在宅障害児・者
等実態調査」　注４）。
これら地域型保育の具体的な整備状況について
は、後述する　Ⅲ　地域型小規模保育の現状で触
れることにする。
（２）子ども・子育て新制度の利用要件
「子ども・子育て支援新制度」は、利用要件に
ついても注目される内容を持っている。自治体に
認可されている保育サービスの利用については、
従来基本的にフルタイムか、妊娠・出産、疾病・
障害、介護・看護といった条件が設けられていた。
図－ 1　地域型保育事業の展開（内閣府のホームペー
ジより掲載。現在は更新されている。一部筆者加筆）
http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/outline/index.html
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そこで子ども・子育て新制度の利用要件では、こ
の点が大幅に見直され、パート就労であっても、
或いは就学中・求職中であっても利用できること
となった。また家庭内に DV・虐待問題を抱える
場合、従来も利用要件として各自治体の配慮がな
されてきたが、この点がより明確化され、かつ災
害復旧等も加えられた。そして専業主婦或いは 
育休中であっても認可保育サービスの利用が可能
となった（注５）。
（３）実際の地域型保育
筆者は 2015 年２月、東北地方の A 市（人口
25 万人規模、家庭的保育は 20 ヵ所）の B 家庭的
保育と、北海道の C 市（人口 10 万弱、家庭的保
育は新制度施行に伴いすべて小規模保育６ヵ所と
なった）の D 小規模保育を、それぞれ１ヵ所ず
つ訪問した。
A 市のＢ家庭的保育では、保育士４名、栄養
士１名により、産休明け２ヶ月から３歳未満児５
名を、一般住宅を安全と保育に適切に対応できる
形に改築してまさに家庭的保育を展開している。
まず筆者が気付いた点は、従来の認定こども園、
幼稚園、保育所等と比較して、落ち着いた時間が
多いことである。もちろん子どもたちは元気一杯
であるがその表情、話し声が一人ひとり保育者に
よく伝わるため、頂いたパンフレットの言葉を借
りると、「興味や関心、体質・体調等にきめ細や
かに対応」できる。その他にも異年齢の子どもた
ちが、今日の一般家庭では少なくなった「多くの
きょうだい間の関係」を体験している。
地域との関係においても、近所の小学生が放課
後に遊びに訪れたり、公園で出会う親子の相談に
応じている。また顔見知りの年配の方々との交流
もあり、そのやりとりは楽しそうである。また地
方都市とはいえ、「保活」がうまくいかなかった
子どもの受け皿ともなっているとのことである。
C 市の D 小規模保育は、生後 43 日から１歳ま
でを定員９名まで保育している。筆者が訪問した
際には、午前の保育から昼食へ移る場面を見学で
きた。改装された室内の保管スペースから、折り
畳みの木製の子どもたちの体形にあったテーブル
が見る間に用意され調理スペースから温かな、そ
してアレルギー等に配慮された食事が運ばれる。
保護者との連絡帳も、子どもたち全体が９名と少
ない分、かなり濃密にやり取りされていることが、
記録内容から理解できた。
両者とも限られたスペースを有効活用し、整然
とした印象が共通しており自治体の認定による具
体的整備が窺えた。連携保育施設との関係もよく、
運動会等の大きな行事には参画できる。家庭的保
育による乳幼児期の愛着関係は、対社会性への準
備性を提供し、集団活動に適応できる能力も十分
に保証していると理解できた。保健・医療面も自
治体の保育支援員によるサポート、嘱託医の活用
が成されており安心・安全への配慮がみられた。
なお筆者の所属する子ども・子育て会議の確認
によれば、成長に伴う保育園、幼保連携型認定こ
ども園、幼稚園等への入園も、連携保育施設とし
て確保が成されているとのことである。
Ⅱ　乳幼児期の家族支援の必要性の高まり
１．乳幼児期を中心とする子育て世帯の現状
ここまで「子ども・子育て支援新制度」の地域
型保育を中心に概観してきたが、次に乳幼児期を
中心とする子育て世帯の現状について確認してい
きたい。
今日の子育ては、言うまでもなく社会的な保育
サービスの利用抜きでは成り立たない。日本社会
における子育て機能の外部化が叫ばれて久しいが、
その背景には共働き世帯の増加がある。日本では
1997 年以降雇用者の共働き世帯が専業主婦世帯
を超え、しかも雇用者の共働き世帯の趨勢は増加
傾向にある。具体的にその世帯数をみると、1980
年の 614 万世帯から、2012 年には 1,054 万世帯と
なっている（内閣府「平成 25 年版男女共同参画
白書」）。更に出産前後の母親の就業状況の現状と
して、子どもが１歳６か月の母親の有職率をみる
と、平成 13 年が 29.0% であるのに対し、平成 22
年は 40.9% と増加している（厚生労働省大臣官房
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統計情報部「第２回 21 世紀出生児縦断調査（平
成 22 年出生児）の概況」2014）。
以上の子育て家庭の母親の４割以上が働いてい
る現状への私たちの認識は、時代の流れと共に随
分と肯定的なものに変化してきているが、子育て
家庭における祖父母世代との同居世帯は２割に届
かない現状にあるため、当然の結果として子育て
機能の外部化・社会サービス化は進まざるを得な
いこととなる【図－２】。
一方、実は０歳児の９割、１歳児の７割、２歳
児の６割が家庭において子育てが行われている現
状が併存している（厚生労働省「社会保障審議会
第 16 回少子化対策特別部会資料」）。ここに多く
の女性が働くための就労支援と、保護者と地域住
民・関連施設等が共に機能を有効に活用し合いな
がら子どもを育む必要性が確認できる【図－３】。
つまり私たちの子育て中の母親に対する認識は、
女性としての自己実現と社会参加を容認しつつあ
るが、併せて多様な子育て支援サービスを利用
し、子育ち・子育てを 12 種類に及ぶ児童福祉施
設、幼稚園、その他多くの児童福祉法等に規定さ
れる社会福祉事業が不可欠となる【図－３】。
ここで乳幼児の子育ての実情を改めて考えると
き、現在の賃金構造に着目する必要がある。2015
年 11 月４日厚生労働省が発表した「2014 年就業
形態の多様化に関する総合実態調査」は、非正社
員の割合が初めて４割に達したことを明らかにし
た。人件費を抑えたい企業が非正社員によって労
働力を補っている実態を浮き彫りにした形である
が、この就業形態の趨勢は政府の「同一労働同一
賃金」への取組みが始まる中、平成 28 年３月現
在も解消されていない。そして厚生労働省「2015
年賃金構造基本統計調査」によれば、子育て世代
を含むすべての非正規雇用の月額賃金は、生涯
25 万円以下である。つまり祖父母世代の親族間
によるインフォーマルな子育て支援も得られない
子育て世帯が 8 割近くに及ぶ中、非正規雇用の月
額賃金の不十分さは生涯続くことから、共働き世
帯を増加させ、結果として子育て支援施策の重要
性はますます高まるという構造である。
２　すべての家庭を対象とする子育て支援
既に何回か触れた「社会保障審議会児童部会児
童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会」
は、第 11 次報告までの積み重ねの中で「虐待死
亡事例が生後４か月以内に集中する」という貴重
な示唆を私たちに提供した。この知見の構築に基
づき創設されたといっても過言ではない「乳児家
庭全戸訪問事業」通称「こんにちは赤ちゃん事
業」は、まさにその名の通りすべての子育て家庭
を対象に取り組まれている。
更には、要支援性の高い養育者と子どもに対し
て「養育支援訪問事業」により、すべての子育て
家庭への身近な地方自治体からの継続的支援が、
孤立した子育て防止を目的に展開されている。
平成 24 年度における「こんにちは赤ちゃん事
業」の実施率は 94.1%（実施市区町村数 1,639 ヵ
所）となっており、その後の継続的支援の必要な
図－２　子育てをする家庭の世帯構造
図－３　広がる子育ち・子育ての概念・体系
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要支援児童と特定妊婦のための「養育支援訪問事
業」へと繋がっている。同事業の実施率は 67.3%
（実施市区町村数 1,172 ヵ所）であり年々上昇し
ている（厚生労働省雇用均等・児童家庭局調査）。
また、併せて母子保健法に規定される保健サー
ビスも活用し、貴重なマススクリーニングの機会
である幼児健診を活用し、成長・発達の確認と必
要に応じての療育提供に寄与している。ここで本
健診の未受診率に着目すると、平成 23 年の１歳
６ヶ月健診の一般家庭の未受診率は 6.5%、３歳
児健診の未受診率は 9.2% である（厚生労働省大
臣官房統計情報部「平成 24 年度　地域保健・健
康増進事業報告」2014　注６）。
３　支援の専門性、多様性の重要さ
多くの子育て家庭の保護者は、地域社会いわゆ
る近隣住民や市区町村といった行政窓口との関係
を築き、必要な情報を入手し対人関係を作り上げ
ながら子育て支援サービスを獲得していく。余談
であるが、保育者養成の専門課程に身を置く学生
の皆さんに対して、筆者は特にこれら子育てに必
要な情報を得られず、結果子育てや家族・夫婦生
活の破綻に陥る養育家庭に対して、適切かつ必要
な情報提供のできる力の涵養を願っている。それ
は、先の「社会保障審議会児童部会児童虐待等要
保護事例の検証に関する専門委員会」においても
報告されているが、子育てに必要な情報から疎外
された親子への支援を担える専門知識と相談援助
技術が必要ということである。たとえば経済的貧
困に直面する母子家庭に、児童扶養手当の受給が
事実婚による出産に対しても適用されること（児
童扶養手当法第３条第３項）、暴力に晒される母
子が、地方裁判所の保護命令により守れること等
の知識と、これら保育問題に直面する保護者の多
くが持つ拒否的或はあきらめの態度に向き合う援
助技術である。
また筆者は、当然限られた経験ではあるが、
DV 被害を受けた母親が実子に虐待傾向にあると
いう複数の事例にかかわったことがある。その事
例の多くは当然受けるべき社会手当としての児童
扶養手当を知らず、結果日々の生活費に事欠き、
貧しさゆえのストレスから転居を繰り返したり、
子どもへの暴力を振るっていた。またある自治体
の要保護児童対策地域協議会において、性的依存
傾向・離婚を繰り返す保護者に対し、委員から専
門的姿勢に欠けた発言が相次ぎ耳を疑った経験が
残念ながら複数回ある。
ちなみに 2014 年の全国児童相談所への虐待通
告件数の増加には、特に「面前 DV」の増加が背
景にあることが特記事項として記載され、早期・
継続そして専門的支援の整備は急務である。
ところでこれら子育て情報の取得と、近隣・対
人関係を築く一定の力が求められる子育て家庭に
は、多様なサービスがその利便性を配慮した形で、
保護者と子どもたちに届けられねばならない。そ
のメニューは現在、以下の様に展開されている
【図－３】。
（１）地域子育て支援拠点事業として
①公共施設・民家を用いる広場型
②保育所等を用いるセンター型
③児童館型
（２）一時預かり事業として保育所等を用いるも
の
（３）児童館事業としてサロン等地域の組織化を
図るもの
（４）乳児院・児童養護施設等において、朝・晩
の不規則な勤務と子育ての両立を支援するショー
トスティ／トワイライトスティ（原則７日以内）
を提供するもの
（５）利用会員・提供会員となる近隣住民に支え
られ、保育所・学童保育等の送迎を支援するファ
ミリーサポートセンター事業
これらの子育て支援サービスには、一部費用負
担はもとより一定の対人関係の形成能力が求めら
れ、このことが孤立した子育てを招いていること
は改めて強調しておきたい。
４　幼児期の家族支援の必要性の高まり
筆者は長く乳児院、児童養護施設に加え、一般
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に余り馴染みのない非行系の子どもたちの自立を
目指す児童自立支援施設、家族と併せての生活支
援・家族療法・学校教育を展開する情緒障害児短
期治療施設、婚姻の有無を問わない DV 被害女性
とその子どもたちの自立支援に取り組む母子生活
支援施設、こういった社会的養護施設を利用する
子どもたちとその保護者の支援に臨んできた。更
には、幼少期から苛酷な養育環境（maltreatment）
に晒され、結果として精神疾患をも伴う生きづら
さに直面する、義務教育の年齢を超えた自立援助
ホームを利用する少年少女とも向き合ってきた。
これらの臨床に臨んできた筆者自身の内省と稚拙
ながらも本論考に臨む今、次の様に子育て支援制
度の方向性を考えている。即ち社会保障制度が広
く年金、医療、介護といった人生の避けられない
課題解決にセーフティネットとして機能している
様に、子どもたちとその保護者の養育のためのセ
ーフティネットとして、児童福祉法に規定される
これらの施設群の利用の前に、「子ども・子育て
支援新制度」によるセーフティネット機能が必要
であるとの思いに至っている。
また筆者は行刑施設の一つである刑務所の視察
委員会に制度発足時から身を置き、直接の面接等
も含め受刑者の服役に至るまでのその家庭・養育
環境の過酷さに触れた時も、驚きを隠せなかった。
いずれも、本学に勤務する現在も守秘義務の下に
ある為、当然その内容は詳細には述べることはで
きないが、現在も多くのメディアを通して報じら
れる子どもたちとその家族の現状と相まって、幅
広い総合的な早期の養育支援が不可欠であると確
信を与えるものとなっている。
ここまでの考察により、保育制度の整備と役割
とは「要保護・要支援性の高い児童家庭問題の予
防的機能」であるとの確信に至ったと述べた。こ
こからは現在第 11 次に至る「社会保障審議会児
童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門
委員会」の示唆から、乳幼児期の虐待発生率並び
に死亡率は極めて高いという事実、子育て支援施
策の確認に取組みたいと思う。
５　保護事例からみた子育て支援施策の重要性
「社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事
例の検証に関する専門委員会」による「子ども虐
待による死亡事例等の検証結果等について（第
10 次報告）」（平成 26 年９月）によれば、子育て
支援施策の充実は乳幼児期を中心に喫緊の課題で
あることが理解できる。
図－４に示す第９次報告の翌年度である平成
24 年４月１日から平成 25 年３月 31 日までの 12
か月間に発生し、又は表面化した児童虐待による
死亡事例は、78 事例（90 人）である（この死亡
人数から、４日に１人の割合で子どもたちが虐待
により亡くなっていることになる。また DV 被害
による女性の死亡数も同様であることが、内閣府
調査等でわかっている※浅香注
（http://www.gender.go.jp/policy/no_violence/
e-vaw/chousa/index.html）。
ここで以下に第 10 次集計結果による分析を、
同調査概要版から抜粋してみる。内容は、（１）
「心中以外の虐待死」、（２）「心中による虐待死」
の事例、（３）個別ヒアリング調査結果の分析－
４事例から－、（４）養育者の側面について　の
順である。
（１）心中以外の虐待死
①死亡した子どもの年齢は、０歳が 22 人（43.1
％）と最も多く、０歳から２歳を合わせると 32
人（62.7％）と大きな比率を占めた。
②虐待の種類で比率が高いものは、身体的虐待
が 32 人（62.7％）、ネグレクトが 14 人（27.5％）。
直接死因は、「出生後放置」や「低酸素症」等の
「その他」11 人（有効割合 26.8％）を除き、「頭
部外傷」８人（同 19.5％）が最も多く、「胸部外
傷」、「頚部絞扼による窒息」、「頚部絞扼以外によ
る窒息」、「出血性ショック」、「低栄養による衰
弱」、「火災による熱傷・一酸化炭素中毒」が各３
人（同 7.3％）となっている。
③主たる加害者は、「実母」が 38 人（74.5％）と
最も多く、次いで「実父」と「実母と実父」がそ
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れぞれ３人（5.9％）であった。
④実母の抱える問題（複数回答）として、「妊婦
健康診査未受診」、「母子健康手帳の未発行」、「望
まない妊娠」が多かった。
⑤加害の動機としては、「保護を怠ったことによ
る死亡」と「泣きやまないことにいらだったた
め」が多かった（アンダーラインは筆者による）。
標記専門委員会の検証結果等から、「乳児家庭
全戸訪問事業」通称「こんにちは赤ちゃん事業」
が導かれたことはすでに述べたが、特に生後４ヶ
月未満に死亡月齢が集中する点も、同事業の訪問
時期の規定に活かされている。
また、次の「心中による虐待死」を分析対象と
して加えたのは、第２次報告（平成 16 年）から
である。心中を加えることに違和感を覚えるかも
しれないが、子どもの意思ではない心中を、子ど
もの生きる権利を剥奪する極めて重篤な虐待とし
て虐待死亡事例に加えることは当然といえる。
（２）心中による虐待死
①死亡した子どもの年齢は、０歳から 13 歳まで
の各年齢に分散している傾向がある。
②直接死因は、「頚部絞扼による窒息」が 13 人
（有効割合 38.2％）で最も多く、次いで「中毒
（火災によるものを除く）」が 10 人（同 29.4％）
であった。
③主たる加害者は、「実母」が 24 人（61.5％）と
最も多く、次いで「実父」が６人（15.4％）であ
った。
④加害の動機（複数回答）としては、「保護者自
身の精神疾患、精神不安」、「経済的困窮」が各
12 人（30.8％）と多かった。
ここで注目されるのは、加害動機における「保
護者自身の精神疾患、精神不安」である。貧困、
孤立と併せ、精神疾患、精神不安は子育てを困難
にし虐待を発生される中心的要素の一つである。
（３）個別ヒアリング調査結果の分析－４事例か
ら－
標記報告書は、毎報告次に個別ヒアリングによ
り、児童虐待の現状理解に努めている。個別ヒア
リングには説得力があり、子どもと保護者の実態
が臨場感をもって語られている。その内容は、次
の通りである。
①乳幼児健康診査未受診等のリスクが高い家庭へ
の対応において、乳幼児健康診査未受診以外にも
複数のリスク要因を有していた家庭に対して、関
図－４　※第１次報告から第 10 次報告までの「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について」より掲載
www.crc-japan.net/contents/situation/pdf/situation_graph...
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係機関が保有する情報の共有がなされず、虐待発
生のリスクを認識していなかった。
②転居を繰り返し社会的に孤立しがちな家庭への
対応において、転居を繰り返すという事実を把握
しながらも、これらの家庭に対する情報共有や協
議を行うなどの対応がなされず支援が途切れてい
た。
③家庭全体に対するアセスメントの実施と適切な
対応において、子どもと家族全体を支援対象者と
して捉えた上でのアセスメントが不足していた。
④精神疾患のある養育者等の支援を必要としてい
る家庭への対応において、精神疾患があり希死念
慮（自殺企図）を抱く実母からの相談に対して、
育児困難や虐待を念頭に置いた上で、危機感をも
った対応がなされなかった。
⑤児童相談所において、相談受理後の情報共有や
援助方針等に関する組織的なアセスメントとチェ
ック体制が不十分だった。
⑥市町村職員の専門性及び対応能力という点で、
子どもの健康状態等から予測可能な虐待のリスク
について、十分な認識が不足していた。
⑦市町村内部の関係部署間において、情報共有に
関する連携体制が構築されていなかった。
⑧要保護児童対策地域協議会を活用せず、関係機
関の連携に基づく支援が行われなかった。
⑨自治体における検証の実施において、検証に必
要な基本的な情報の収集が不足しており、効果的
な手法や検討体制が確立されていなかった。
第 10 次報告では以上の子育て支援施策への提
言としても有効な留意すべきポイントが、（１）
～（３）に加え（４）養育者の側面、（５）子ど
もの側面、（６）生活環境等の側面そして（７）
援助過程の側面からも示されている。その内容は、
子育て支援にとっても総括的な視点を提供する極
めて示唆に富むものである。そこで第 10 次報告
における、子育て支援施策の充実の視点を、やは
り標記概要版から以下に示していきたい。
（４）「養育者の側面」について
①妊娠の届出がなされておらず、母子健康手帳が
未発行である
②妊婦健康診査が未受診である又は受診回数が極
端に少ない
③関係機関からの連絡を拒否している
（途中から関係が変化した場合も含む）
④望まない妊娠
⑤医師、助産師の立会いなく自宅等で出産した
⑥乳幼児健康診査や就学時の健康診断が未受診で
ある又は予防接種が未接種である
（途中から受診しなくなった場合も含む）
⑦精神疾患や強い抑うつ状態がある
⑧過去に自殺企図がある
⑨子どもの発達等に関する強い不安や悩みを抱え
ている
⑩子どもを保護してほしい等、養育者が自ら相談
してくる
⑪虐待が疑われるにもかかわらず養育者が虐待を
否定
⑫訪問等をしても子どもに会わせない
⑬多胎児を含む複数の子どもがいる
ここで示される内容により、子育て支援におけ
るアセスメントの視点が具体的に提供されている
といえよう。
（５）子どもの側面
子どもたちの様子は、次の様である。ここから
は継続した子どもと家族への、しかも当事者であ
る子どもと家族がためらいや不信感を感じない形
での受け入れられる支援の提供が重要である。子
どもたちは、自らの困難・苦痛の原因を自らの責
任として認識していたり、保護者自身も混乱し保
育所、民生・児童委員更には児童相談所・社会的
養護施設等に相談する力を失っていることが多い
からである。
①子どもの身体、特に、顔や首、頭等に外傷が認
められる
②子どもが保育所等に来なくなった
③施設等への入退所を繰り返している
④きょうだいに虐待があった
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（６）生活環境等の側面
子育て環境として、その孤立と要支援性が窺え
る内容である。改善のきっかけは適切な支援サー
ビスの質・量的提供とこれらを受け入れてもらえ
るようにする支援者の専門性に大きく依拠する。
①児童委員、近隣住民等から様子が気にかかる旨
の情報提供がある
②生活上に何らかの困難を抱えている
③転居を繰り返している
④孤立している
（７）援助過程の側面
援助過程の側面として指摘されている以下の内
容は、組織のチームワークと地域のネットワーク
の不十分さといえる。更には検討対象として挙げ
られていなかった点は、組織の専門性向上に向け
た特に対人援助技術へのコンサルテーション（外
部からの専門性の導入）による研修が求められて
いる。
①関係機関や関係部署が把握している情報を共有
できず、得られた情報を統合し虐待発生のリス
クを認識できなかった。
②要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域
ネットワーク）における検討の対象事例になっ
ていなかった。
③家族全体を捉えたリスクアセスメントが不足し
ており、危機感が希薄であった。
そして報告書は更に「子どもが低年齢である場
合や離婚等による一人親の場合であって、上記の
分析から見いだされるポイントに該当するときに
は特に注意して対応する必要がある」と結んでい
る。改めて、乳幼児期の子育て支援の重要性が示
唆されているといえる。
６．学校における問題行動からの子育て支援への
示唆
（１）「問題行動調査」2014 年度文部科学省（平
成 27 年９月 16 日）からの示唆
平成 27 年９月 16 日文部科学省は、「児童生徒
の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査
2014 年度」の結果を発表した。その内容は幼児
期の家族支援の必要性の高まりを率直に示したも
ので、その趣旨は以下の内容となっている。特に
第二点目の指摘から、乳幼児期の子育て支援の充
実が、喫緊の課題となっていることが窺える。
①小学校での暴力行為の発生件数は、11,468 件に
のぼり、前年度 10,896 件を越えて過去最多とな
った。
②６年生が最も多く３割に及ぶが、増加幅は低学
年ほど大きく、１年生は平成 18 年度に比べて５
倍に増加している（アンダーラインは筆者加筆）。
（２）「問題行動調査」2014 年度（平成 27 年９月
15 日）千葉県からの示唆
前後して都道府県単位の調査として千葉県教育
庁教育振興部指導課生徒指導 ･ いじめ対策室も、
詳細な報告を行っている。ここでも子育て支援の
重要性を示す示唆に富んだ内容が示されている。
①内容
調査内容は、暴力行為，公立小・中学校の不登
校，公立高等学校の長欠・中途退学，自殺に関す
る平成 26 年度千葉県分（千葉市を含む）を取り
まとめたものである。
②調査対象期間
調査期間は、平成 26 年４月１日から平成 27 年
３月 31 日までの１年間である。
③調査結果の概要
調査結果によれば、千葉県内の小 ･ 中 ･ 高等学
校における暴力行為の発生件数は 3,557 件で、前
年度の 3,431 件より 126 件増加している。これを
学校種別にみると、小学校における発生件数は
1,062 件で、前年度の 788 件より 274 件増加して
いる点が注目される。対教師暴力の小学校におけ
る発生件数は 225 件で、前年度の 98 件より 127
件増加し倍増している。生徒間暴力の小学校にお
ける発生件数は 688 件で、前年度の 568 件より
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120 件増加している。対人暴力の小学校における
発生件数は 15 件で、前年度の 21 件より６件減少
している。器物損壊の小学校における発生件数は
134 件で、前年度の 101 件より 33 件増加している。
千葉県による「問題行動調査」における各学年
別の報告からは、文部科学省の発表と同様に小学
校での暴力行為の発生件数が、平成 18 年度以降
最多となっていることがわかる。特に平成 25 年
度から翌平成 26 年度にかけての増加件数が注目
される【図－５】。
Ⅲ　地域型小規模保育の現状
これまで乳幼児期の養育を充実する必要性を、
児童虐待死亡事例の分析と小学校における暴力行
為の増加という問題行動からみてきた。ここから
は、改めてこれらの養育問題に対処する施策とし
ての「子ども・子育て支援新制度」の整備状況を
確認していくこととする。
子ども・子育て支援新制度においては、新たに
需要の高い０から２歳までの保育を、地域型保育
として位置づけた。一方「一極集中」が取り沙汰
される首都圏をはじめとする都市部への人口集中
は、定員 20 名以上の保育所不足をもたらしてい
る。ここに保育士不足が主な原因として加わり、
保育の「受け皿不足」を生み出している。
一方少子化に直面する地方においては、保育所
の統廃合が進む地域も多く生まれる中、「機動的
受け皿作り」として、地域の状況に対応できる保
育提供が模索されている。こういった保育の多面
的な状況下、政府の「子ども・子育て会議」報告
から地域型小規模保育に焦点をあてて保育の整備
状況を概観すると、その内容は以下の通りである
（2015 年７月 27 日開催「政府の子ども・子育て
会議」報告）。
（１）０～２歳児向け「小規模保育」は、富山・
徳島を除き 2015 年４月１日現在 45 都道府県にお
いて、1,655 ヵ所で実施されている。
（２）2014 年 10 月の認可保育所数は約２万４千
ヵ所、待機児童数は４万 3,184 人とされる。
（３）小規模保育（定員６～ 19 人）の都道府県別
設置数は、埼玉県 231 ヵ所が最も多く、次いで東
京 219 ヵ所、大阪府 163 ヵ所と都市部に集中して
いる。
（４）設置主体は、株式会社（有限会社）559 ヵ
所、個人 470 ヵ所、社会福祉法人 220 ヵ所、その
他 NPO 法人等 406 ヵ所である。
Ⅳ　子ども・子育て支援新制度の役割に関す
る考察
１．シルバーデモクラシー下の少子化対策
日本が 2005 年に人口減少社会に突入し、はや
10 年余りが経過した。日本の合計特殊出生率は、
2005 年には 1.26 まで低下しその後、微増を続け
たが 2014 年には 1.42 と９年ぶりに減少に転じて
いる。その背景としては、次の点が考えられる。
①育児休業の取りずらさ　
②養育費が高額であること
③非正規雇用が増大していること
④都市部を中心とする保育所利用の難しさ
これらは指摘されて久しい。従来の政策が投票
率の高い高齢者への施策を中心とするシルバーデ
モクラシーであるとの批判を受け、平成 24 年８
月、「子ども・子育て支援法」は、日本の子ども・
子育てを巡る課題解決の為の法律として制定され、
幼児期の学校教育、保育、地域の子育て支援の拡
充・質の向上が、平成 27 年４月より取り組まれ
るものとした。
平成 27 年４月からの「子ども・子育て支援新
図－５　千葉県公立小学校の暴力行為の推移
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制度」の展開は、地域の実情とニーズ調査から始
まり、その取り組みが市区町村「子ども・子育て
支援事業計画」として組み上げられ、この計画を
もとに同制度は自治体ごとに立案・展開されてい
る。その際市区町村は、各自治体に設置される
「子ども・子育て会議」の意見を聴きながら「市
町村子ども・子育て支援事業計画」を策定するこ
とを義務付けられ、都道府県は「子ども・子育て
支援事業支援計画」により、市町村をバックア
ップすることになっている（筆者の所属する自治
体の子ども・子育て会議のニーズ調査においても、
保育ニーズの喫緊性は極めて高いものであった）。
２．乳幼児に対する子育て支援施策の特質
（１）介護事業と子育て支援の規模の比較
ここで乳幼児に対する子育て支援施策の特質に
触れなければならない。団塊の世代の高齢化に伴
い拡大する介護事業と比較して、出生数が年間
100 万人を切る懸念が取り沙汰される今日、乳幼
児に対する子育て支援施策のマーケット規模は小
さい。総務省並びに厚生労働省の統計から、比較
してみると、その規模の違いは明らかとなる。
総務省統計局によれば、平成 25 年 10 月１日
現在の日本の 65 歳以上人口は 3,189 万人であり、
内 75 歳以上が 1,560 万人である。一方、６歳以
下の乳幼児は 731 万人にとどまっている。
当然要介護者数も、平成 24 年４月現在 533 万
人であるのに対し、平成 25 年 10 月現在の保育所
在籍児童数は 218.5 万人と半分以下である。
今後高齢者数の急増と、乳幼児数の減少傾向に
急激な変化は考えにくい。こういった背景が子育
て支援の施策的整備が、高齢者施策特に年金、医
療、介護といった社会保険による整備と比較して
不十分な現状をもたらしてきたのである。
（２）財政規模の現状
それでは、施策を裏付ける財政規模はどうであ
ろうか。財政規模の現状は、高齢者関係の方がは
るかに大きい。社会保険が制度的中心を占める社
会保障給付費において、全体の約 70% を高齢者
関係給付費は占めており（年金保険給付費、高齢
者医療給付費、老人福祉サービス給付費、高年
齢雇用継続給付費を合わせた高齢者関係給付費）、
子どもと家族向けの給付は、社会保障給付費の約
５% にすぎない。その理由として、日本は、従
来失業率が低く、失業給付の割合が小さかったこ
と、児童手当等の家族給付が極めて限定的であっ
た点が指摘されている（注７）。
（３）子育て支援施策の財源問題
子ども・子育て支援新制度を含めての子育て支
援施策の最大の課題は、財源問題である。当初平
成 26 年４月に消費税が 10％になった際の増収分
から、毎年 7,000 億円程度が充てられるとされた
が、税率８％とする引き上げ幅の縮小、2015 年
末の軽減税率導入決定による税収減に現在直面し
ている。
そもそも 2012 年の「社会保障と税の一体改革」
は消費税率引き上げにより、５% から 10% に引
き上げた際年約 14 兆円の増収と見込んでいたが、
軽減税率の導入により、財源確保が危ぶまれてい
る。
３．子ども・子育て支援新制度の役割
日本社会が 1990 年の 1.57 ショック以来 25 年
にわたり取り組んできた「少子化対策」は、1994
年のエンゼルプランに始まるといえるが少子化
傾向は、続いたままである。そこで 2015 年３月、
以下の内容を持つ「第３回少子化社会対策大綱」
を閣議決定した。これは、政府が同年４月からの
「子ども・子育て支援新制度」の展開をより円滑
にするためのもので、以下の内容を持っている。
①社会経済の根幹を揺るがす危機的状況の認識
②結婚、子育てに希望の持てる社会づくり
③保育の量的拡大・質的充実による子ども・子育
て支援新制度の円滑な実施
④「待機児童解消加速化プラン」「保育士確保プ
ラン」等の取り組み
⑤少子化克服のため、ライフサイクルの切れ目な
い取り組み、社会全体の取り組み
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⑥地域密着の児童福祉施設である保育所・認定こ
ども園を、専門的機能を活かし更に地域の子育て
支援に活用していく
標記大綱の冒頭には「社会経済の根幹を揺る
がす危機的状況の認識」が示され、「少子化危機
は、克服できる課題である」と続いている。しか
し 2015 年４月保育所数（含む認定こども園）は、
28,783 ヵ所と整備がすすむが、待機児童は 23,167
人から増加している（注８）。
（１）2015 年現在の子育て支援の課題
2015 年 9 月末、政府は「新三本の矢」を打ち
出した。「子育て支援」と「介護問題」を前面に
打ち出し、「希望出生率 1.8」に向けた緊急対策と
して、2016 年度末までに以下の内容を実施する
とした。
①保育サービスの充実として、新たに 50 万人分
の拡充を図る。そのために保育士の資格取得を支
援する。
②家族で子育てと介護を支えるための三世代同居
の住宅建設支援の推進を図る。
③不妊対策として、不妊治療の助成拡充を図る。
④子育て支援をさらに進めるため、幼児教育の無
償化拡充と、短時間労働者等に国民年金の保険料
免除等を検討する。
（２）子ども・子育て支援新制度の役割
従来、保育所待機児童の潜在的ニーズは 100 万
人規模であるといわれてきた。それは、すでに述
べてきた様に次の現状があるからである。
①雇用の不安定化による共稼ぎの必要性が高まっ
ている。パート・派遣・契約社員等の推移をみる
と、平成 11 年は 1,225 万人、平成 25 年は 1,906
万人である（総務省統計局「労働力特別調査／労
働力調査（詳細統計）」）。
②一方で、保育料・保育士の人員配置、設備面積
等の基準を満たす認可保育所は、現在働いている
という現状にないと利用できない。
この点について、筆者は教員の共稼ぎでも、利
用できない事実があることを、認可保育所園長か
らの聞き取りで確認している（2015 年 11 月聞き
取り）。
③学童保育においても、高学年の利用の難しさを
確認している（2015 年 12 月関東地方中核市主管
課窓口）
④認可外保育所は増加し続けている。そして個人
負担により利用せざるを得ない現状がある（注
９）。
日本社会は、子育てをしながら働けない現状を
生み出している。潜在的な保育ニーズは、子ど
も・子育て支援新制度の展開と同時に大きな動き
として、表面化した。そして財源問題に直面する
今日、それでも先送りすることなく取り組むべき
喫緊の課題である。この点は「子育て」をかつて
「介護」を 2000 年度社会保険化した様に、私たち
は、全世代型社会保障として検討するべき時期
に差しかかかっているといえる（柏女 2015）。そ
れは、単に経済社会全体の労働力或いは介護を
担う次世代の働き手育成という視点のみではな
く、「乳幼児期の適切な養育により獲得された忍
耐力・協調性が、人生を左右する可能性がある」
（ジェームズ ･ Ｊ ･ ヘックマン James J. Heckman 
2015）という知見からの私たちの次世代に向けた
責務であろう。
【注】
１　平成 23 年度の児童虐待による死亡事例は、
85 事例（99 人死亡）である。
厚生労働省「社会保障審議会児童部会児童虐待等
要保護事例の検証に関する専門委員会」第９次報
告
２　０～３歳未満児の児童虐待による死亡人数
平成 15 年７月～平成 25 年３月までの、児童虐
待死亡事例による死亡人数の累計は、928 人であ
る（年齢未記入を除く）。この人数を年齢別累計
でみると、０歳児が最も多くしかも突出して 285
人、次いで１歳児の 95 人である。また２歳児は
－22－
小池学園研究紀要　№ 14
75 人、３歳児 85 人となっている。
厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課虐待防止
対策室「子ども虐待による死亡事例等の検証結果
等について」2014
３　2016 年度当初予算
2016 年度当初予算総額 96 兆 7,218 億円の中、
社会保障費は過去最高となり、予算総額の３分の
１弱の 31 兆 9,738 億円である。そして人口減少
の下での働き手確保として、事業所内保育所の整
備費補助 797 億円が計上されている。ちなみに保
育士の待遇改善予算は、177 億円に留まっている。
４　障害児及び障害児支援の現状 
平成 24 年４月から平成 25 年８月にかけて、障
害児通所支援の利用者数は 48.4％の増加、障害児
入所支援の利用者は 9.2％の増加となっている。
厚生労働省
５　育休退園制度
母親が出産し、育児休業を取ると上の子どもを
原則退園させるという育休退園制度がある自治体
は、岡山市、熊本市、静岡市、平塚市、所沢市、
宇都宮市等と多いが子ども・子育て支援新制度を
契機に減少傾向にある。廃止は千葉県八千代市、
鎌倉市等である。
2015 年 10 月７日付　朝日新聞
６　虐待死亡事例における乳幼児健診の未受診率
虐待死亡事例においての乳幼児健診の未受診
率は、３～４か月児健診が 18.7％（全国平均未受
診率：4.5％）、１歳６か月児健診が 31.5％（同：
5.2％）、３歳児健診が 40.1％（同：7.2％）であり、
全国平均（厚生労働省平成 24 年度地域保健・健
康増進事業報告）に比べて、未受診者の割合は約
４～５倍と極めて高い（「子ども虐待による死亡
事例等の検証結果等について」第３次報告から第
10 次報告までの累計）。
厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課
www.mhlw.go.jp/.../0000060828_1.pdf
７　『社会保障・社会福祉』　医学書院 PP10-11
８　「子ども・子育て支援新制度」の施行により、
保育所への申し込みが、「働けるとの期待」によ
り前年度比 13 万人増加したことが報じられた。
2015 年９月 30 日付　朝日新聞
９　認可外保育施設の増加傾向
認可外保育施設は、2014 年３月現在過去最高
を記録し 7,939 施設ある。首都圏を中心に増加し、
東京 1,396 ヵ所、神奈川県 784 ヵ所、埼玉 603 ヵ
所等毎年 100 ヶ所以上の増加傾向にある。ちなみ
に認可保育所は 24,043 ヶ所である。
厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課「認可外
保育施設の現状」等
保育施設を探す保護者の急増により、保護者か
らの保育料のみでの運営する認可外保育施設を利
用せざるを得ない構図である。2015 年８月宇都
宮市において保育中の発熱の幼児を、放置し死亡
させたとして認可外保育施設長が逮捕されている。
【引用文献】
１）「社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護
事例の検証に関する専門委員会」各年次報告
書
２）内閣府「平成 25 年版男女共同参画白書」
「2014 年就業形態の多様化に関する総合実態
調査」
３）厚生労働省大臣官房統計情報部「第２回 21
世紀出生児縦断調査 ( 平成 22 年出生児 ) の概
況」2014
４）厚生労働省「社会保障審議会第 16 回少子化
対策特別部会資料」
５）「就業形態の多様化に関する総合実態調査」　
厚生労働省　2014
６）厚生労働省大臣官房統計情報部「平成 24 年
度地域保健・健康増進事業報告」2014
７）2015 年７月 27 日開催「政府の子ども・子育
て会議」報告
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８）総務省統計局「労働力特別調査／労働力調査
（詳細統計）」
９）「平成 27 年度全国児童相談所長・主管課会議
資料」厚生労働省
10）「国民生活基礎調査」各年版　厚生労働省
11）「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題
に関する調査 2014 年度」文部科学省
12）「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題
に関する調査 2014 年度」千葉県教育庁教育
振興部指導課生徒指導 ･ いじめ対策室
13）「政府の子ども・子育て会議」2015 年７月 27
日開催報告
14）「第３回少子化社会対策大綱」2015 年３月 20
日閣議決定
【参考文献】
１）ジェームズ ･J･ ヘックマン James J. Heckman
著・古草秀子訳『幼児教育の経済学』東洋経
済新報社 2015
２）福田素生他『社会保障・社会福祉』医学書院
2015
３）福田公教・山縣文治編著『児童家庭福祉』ミ
ネルヴァ書房
４）柏女霊峰『子ども・子育て支援制度を読み解
く　その全体像と今後の課題』誠信書房
５）神谷美恵子『こころの旅』日本評論社
６）西沢哲『子どもの虐待－子どもと家族への治
療的アプローチ－』誠信書房
７）尾崎新『ケースワークの臨床技法－「援助関
係」と「逆転移」の活用』誠信書房
８）池田利道『23 区格差』中公新書サクレ
９）http://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/
outline/index.html（last access 2016,3,2）
10）www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12201000-
Shakaiengokyok...（last access 2016,3,7）
浅香　勉　（埼玉東萌短期大学准教授）
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